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ショッピンクの昔、最大のレジャーだった高度成長期は、はるか昔。

人々がブランド品に群がったバブリーな時代も過ぎた。

店舗小売業は、顧客との関係づくりに新たな活路を求めて動き始めた。

そのキーは、“顧客データベース”である。

カード戦略の新局面を迎えた

百貨店各社

「高島屋、7%還元 ポイント制、5月から導入」（日経流

通新聞2/20）、「京王百 グループカード特典強化 現

金利用も割引」（同2/22）、「三越 新カードで顧客管理

複数店での購買動向分析」（同5/30）…。1996年前半、百

貨店各社は相次いでカード戦略を刷新・強化、熱いカー

ド会員獲得合戦の火蓋が切られた。

百貨店各社は1950年代から友の会を設立するなどし

て、顧客の固定化に力を入れてきた。また1975年以降、

相次いで、クレジットカードを発行。数10万人のハウスカー

ド会員を擁する百貨店も少なくない。しかし重要なのは、

カード利用の活性化。使ってもらえなければ、コストが嵩

むばかりで意味がない。

6月27日付けの日経流通新聞に掲載された「第四回

日本の小売業調査」の結果によると、小売業上位500

社の1995年度の売上高は前年度比3.1%増で、2年連続

で増収増益を達成している。しかし業態別に見ると、コン

ビニの売上高が前年度比9.6%増、専門店が同7.9%増

などと好調な中で、唯一百貨店だけが1.3%減のマイナ

ス成長。4年連続で売り上げを落としている。巻き返しを図

るキーとなるのが、カードの利用歴を追うことによって構

築される“使える”顧客データベースである。

4月の景表法改正を機に、百貨店の中にポイントシス

テムを導大する動きがある。

これまで各社では、商品の割引に代表されるさまざま

な特典を付加したクレジットカードを発行してきた。しか

し百貨店の限界利益は所詮10～15%程度。特にカード

会社との提携による自社カードを発行している百貨店に

おいては、取扱手数料（4～5%）が差しBlかれる上に、全

会員に一律の割引サービスを提供していたのでは、経

営は苦しくなる一方だ。その点、ポイントシステムには、①

現金での買い物にもポイントを加算できる、②ライトユー

ザーとヘビーユーザーの割引率を差別化できる、③ポイ

ント引換のレートは一般的に50%とも言われており、割引

提供の歩留まりが低い、④売り上げを上げたい商品や時

期に合わせてポイントオファーを付加することが可能な

どの柔軟性がある。

それに加えて、利益圧迫を恐れ、一時期は割引率の

縮小に熱心だ、った百貨店が策を転じたのは、商品を割り

ヲ｜いてもそれ以上に得るものが大きいと踏んでいるから

にほかならない。4月4日付けの日経流通新聞は、西武百

貨店が「ハウスカード導入を機に（中略）不特定多数に
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．カ ード の特 典比較 ※企業名は順不同

企業名（店名） カード名 カードの種類

大丸 大丸エクセルカド クレジットカ ド

松屋 松屋メンバズカード クレジッ卜・現金併用

京王百貨店 京王パスポートカード クレジットカ ド

東急百貨店 東急TOPカード クレジットカード

三越 三越カード クレジッ卜・現金併用

〈

百店貨系

東武百貨店 東武力一ド クレジ‘ットカード

阪急百貨店 ベルソナカド クレジットカード

v 
松坂屋 マツザカヤMYカード クレシ：.：；トカード

小田急百貨店 小田急フリカド クレジットカ ド

西武百貨店 セゾンカード クレジットカード

。 クラブオンカード ポイントカード

高島屋 タカシマヤカード クレジ．ットカード

プランタン銀座
インターナショナル

クレジットカード
プラン女ンGINZAカド

ユ二一 UCユニーカード クレジットカード
八

量 イ卜ーヨーカドー IYグループカード クレジッ卜カード

販店系〉 ダイエー OMCカード クレジッ卜カード

口ソン
ロソンステション

クレジットカ ド
メンバーズカード

石橋楽器 IMCカード ポイントカード

ソニプラザ 員deux（ア・ドゥ） クレジットカード
〈

専店門
オートJも；ノクスセフ‘ン ポイントアップカート、 ポイントカード

。 ポイントアyプPオイル
ポイントカードチェンジカード、

v 
オレンジfメイツ,, 
クレジットカード クレジットカード

三城 オペラカド クレジyトカード

シヨセEンタチサンンヤイノンティ
サンシャインシティ

クレジットカ ド
カード

リズム リズムカード ポイントカード

訴える新聞媒体広告を徐々に減らし、ダイレクトメールなど

を増やしていく」こと、それによって「営業効率を高めるj意

向であることを報じている。顧客の購買行動を活性化さ

せ、これをデータベース化することによって、マーケテイン

グのコスト効率を格段に向上できるという読みが、各社を

動かしているのである。

［ 商品の次は顧客デ引ース ］ 
特に、日々膨大な量の商品を売りさばく大型店では、適
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発行開始年月 入会の条件

1970.10 18歳以上、自宅電話連絡可

1986.4 18歳以上

1986.4 18歳以上、安定収入

1984.6 20歳以上、電話連絡可、安定収入

1996.1 20歳以上、安定収入

1983.2 18歳以上

1986.4 18歳以上、安定収入

1991.3 18歳以上、電話連絡可、安定収入

1978.3 18歳以上、電話連絡可

1982.8 18歳以上、電話連絡可

1996.6 16歳以上

1996.5 18歳以上、安定収入（20歳未満は親権者の同意）

1984.4 N.A. 

1991.7 特になし

1986.8 20歳以上、連絡が、とれる

1983.5 18歳以上、電話連絡苛

1990.7 18歳以上、電話連絡可

1990.5 30万円以上の購入者（紹介カード持参の場合1万円以上）

1983.8 ヰ寺になし

1994.4 ヰ寺になし

1994.4 4寺になし

1990.11 18歳以上、安定収入 （20歳未満は親権者の同意）

1989.11 特になし

1978.10 N.A. 

1993.11 高校生以上

正在庫の確保に加え、大量仕入れによるスケールメリット

を実現するためにも的確な販売予測が欠かせない。それ

を解決するために、量販店がリードする形でPOSシステ

ムなどが開発・導入されてきた。

このシステムを活用して“攻め”の営業に転じるには、

攻める相手の情報が必要だ。それも「高額所得者」「近隣

在住者」といった属性による切り口で潜在需要を追うので

はなく、とことん知るべきは既存顧客である。すでに構築

された商品管理システムと、顧客の購買動向分析データ

によって、より綴密、かつ戦略的な販売計画を立てること

入会金

なし

なし

なし

なし ． 
なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし



聞

目年会費｛（ ）内は提携カード］ 会員特典 会員数（人） 男女比 中心年齢層

I 5年間で150円 商品5%割引、催事案内、情報誌送付（請求書に同封）、中元・歳暮の特別価格販売 201万 N.A N.A 

なし 商品2%割引、イベント参加、情報誌送付（年12回） 45万 15:85 40代

250円（1,287円） 商品5%割引、情報誌送付（年10回・有料） N.A. N.A N.A. 

なし（1,000円） 商品5%割引、ポイントによるプレゼント、情報誌送付（年10回・有料） 76万 N.A. 30～50代

初年度無料、2年目以降2,060円 商品5%割引、三越文化セン空の入会金割引 35万 N.A. N.A. 

なし 商品3%割引、情報誌送付（年12回）、イベント参加 31方5,000 N.A. N.A. 

978円（2,265円） 商品5%割引、入会プレゼント、情報誌送付（請求書に同封）、イベント参加、映画20%割引 76万 N.A. N.A. 

100円 商品5%割引、情報誌送付（年2回＋議求書に同封） 25万 33:57 20～40代

なし（保険料100円） 商品5%割引、イベント参加、優待セール、美術館無料 35方 4:5 40~50代

回 l
なし 情報誌送付（請求書に同封）、優待セール 1,360万 4:6 40～50代

なし 2～6%のポイントを加算し1,000ポイントで1,000円の買物券と引換 100万 7:93 20代
』

なし 7%のポイントを加算し2,000ポイントで2,000円の買物券と引換 240万 N.A. N.A. 

｜｜ 515円
商品6%割引、パリ・プランタンで商品10%割引、1%のポイントを加算し100ポイント

12万 1 :g N.A. で1,000円の買物券と交換、情報誌送付（請求書に同封）

772円 商品5%割引、ポイントによるプレゼント 40万 3:7 30～40代

772円 抽選によるプレゼント N.A. N.A. N.A 

1,030円 0.1%のポイントを加算し繁計数に応じて商品券と引換、情報誌送付（年12固）、旅行プレゼント（抽選） N.A. N.A. N.A. 

1,030円 利用金額5万円で500円の商品券進塁、キャンペーン時のプレゼント（抽選） 35万 N.A. 20～30代

なし 0.1%のポイントを力日算し累計数に応じて商品割引、優待セールなどのイへ・ント参加 21万 s:2 20代

150円 ポイントによるプレゼント、情報誌送付（不定期） 3万1,000 1 :g 23～28歳

なし 1%のポイントを加算し500ポイントで500門の買物券と引換 400万 N.A. N.A. 

初年度1,000円、継続500円 1%のポイントを加算し500ポイントで切O円の買物券と引換、エンジンオイルとオイルエレメント交換工賃無料 400万 N.A. N.A. 

1,287円 プレゼント（抽選）、情報誌送付（年2回）、オイル交換エ賃無料（夏・冬） 2万1,200 N.A. N.A. 

初年度無料、2年目以降1,545円 誕生日に花のフ。レゼント（現在は行っていない） N.A. N.A. N.A. 

ー

同

1,250円 商品5%割引、プレゼント（年度末）、情報誌送付

初年度なし2年目以降72円（盗難保険料） 1%のポイントを加算し500ポイントで500円の買物券と引換

ー

が可能になる。店舗小売業のデータベース戦略は「商品

データベース」から「顧客データベース」へ、すなわち「業

務効率化・生産性向上」から「顧客満足に基づく売上・利

益拡大jへと駒を進めようとしている。

大型店ばかりではない。中小規模の小売店の中にも

データベース・マーケテイングを展開している例は多い。

店舗小売業は“人”（販売員）が要であることには変わ

りがない。しかし、ひとりの人聞が把握できる情報量は限

られているOそれぞれの販売員、あるいは店主が個別に

t屋っていた顧客情報をコンビュータ・システムで一元化

2万 5:5 20イt

3万5,000 N.A. N目A.

することによって、顧客ひとりひとりのニーズにタイムリーに

応えることが可能になるのである。

通信販売で立地や規模の

制約を超える

小売業は、ほかのどの業種よりも顧客に近い位置にあ

り、顧客情報を収集する機会にはこと欠かない。問題はそ

れをどう蓄積し、活用するかである。

店舗小売業によるデータベース・マーケテイングのアプ
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リケーションは、大きく「フ。ロモーション」と「店頭商品の通

信販売」の2つに分けられる。すなわち、店舗に顧客を動

員する「求心力」とするのか、店外に繰り出していく「遠心

力」とするのかである。もちろん、その両方を同時に行っ

ている企業も多い。

ただし、ここで気をつけなければならないのが、百貨店

各社の通信販売のポジショニングだ。通信販売を展開す

る百貨店は少なくないが、その多くは店舗販売とは異なる

別事業としてこれを展開している。

そもそも、百貨店における店舗販売と通信販売は、ピジ

ネス構造が基本的に異なる。前者が固定施設としての店

舗に数多くの商品を品揃えし、地域商圏内のマーケット・

シェアを獲得するビジネスであるのに対し、後者は差別

化された商品を核に、情報商圏内の顧客をl人でも多く

束ねていくビジネス。品揃えも、ターゲ、ツトも異なるわけだ

から、同じ組織やシステムでこれを展開するには無理が

ある。さらに幅広いジャンルの商品を工夫を凝らしてディ

スプレイし、物販以外にもレストランや美術館などの施設

を併設している百貨店やショッピングモールなとミにとっ

て、通販カタログは、その店舗「らしさ」をすべて物語るメ

ディアではあり得ない。

これに比べ、単一ジャンル、あるいは単一ブランドの商

品で勝負する専門店は、店舗と同ーの商品の通信販売

を展開しやすいと言える。これらの通信販売は、遠距離で

来店が不便な場合に、あるいは商品の種類などによって

店舗とカタログを使い分けるといったかたちで、利用され

るのが一般的。古くは米穀店や酒販店のご用聞き、最近

では無印良品に象徴される専門店の通信販売は、店舗

とカタログの相乗効果により総合的にビジネスを活性化

するという意味で、別事業というよりは、顧客サービス、あ

るいはプロモーションの一環と位置付けるのが妥当かも

しれない。

F客の動機にフイツ卜したプ口モーショ4
一方で、フ。ロモーションに目を向けると、そこにはさまざ

まな可能性が埋もれている。

特定のジャンル、あるいは、特定のブランドの商品購入

客に、イベントや新製品の案内を送る。また、化粧品など

のリピート商品では、顧客の購買頻度と最終購買日から、

次の購入時期を正確に予測して、リピート・オーダーを促

進することも可能だ。

あるいは過去の購買実績により顧客の ABC分析を行
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い、自店への貢献度に応じたサービスを提供することも

できる。たとえば、優良顧客には差別化されたサービスを

提供する一方で、、一般客には継続利用への動機付けを

図り、休眠顧客には再来店を促進するといった具合だ。

このほか、誕生日や入学・卒業、成人式などを登録して

おけば、誕生月に来店するとプレゼントを進呈するといっ

たオファーをつけたパースデーカードを送るなど、顧客の

記念日に応じたタイムリーなフ。ロモーション展開もできる。

さらに新規顧客開発においても、既存の顧客情報の分析

結果に基づき、ターゲット・グループの仮説を立てること

で、効果的なアプローチが可能になる。

勘と経験に基づくマーケテイングから、データベースに

基づく科学的なマーケテイングへの転換が、投資対効果

の最適化を実現するのだ。

［パーソナルな顧客対応で悦推進］

店舗小売業がデータベース・マーケテイングを展開す

るに当たって、通信販売会社に学ぶところは大きい。顧客

のランク付け、セグメントを行うためのRFM手法がそのひ

とつだ。これは、R巴cency（最終購買日）、Frequency（購買

頻度）、Mon巴taryValue（累計購入金額）を基準にした顧

客情報分析方法である。

記録するデータは基本属性と購買履歴のみで十分だ、

と多くの企業は言う。顧客データベースとは「購買」という

顧客との具体的な関係を淡々と綴った、自前で作り上げ

るほかには手に入れる術のない世界唯一の記録である。

この顧客データベースは、通信販売においてはもちろ

ん、店舗販売においても、POSとの連動により、パーソナル

な顧客対応を実現する。店頭、あるいは電話で、お客様

を名前で呼ぴ、これまでの購買履歴やコミュニケーション

履歴に乗っ取った的確な対応をすることで、顧客の店舗

へのロイヤリティの醸成を促す。

お客様から会員カードを受け取り、店頭にある端末に

差し込むと画面に顧客情報が表示される。販売員はその

情報をもとに、「00様、先日は××をお買い上げいただ

きまして、ありがとうございました。ところで、今日はお子様

のお誕生日ですね。プレゼントをお探しですか？」といっ

たきめ細かな対応をする。…そのようなシステムが、もう現

実のものになっている。

科学的なマーケティングは、投資対効果を最適化する

だけでなく、顧客と販売員のハートフルなコミュニケーシヨ

ンをサポートするのである。


